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日本企業の技術戦略
広田俊郎
I 序
メイド・イン・ジャパンはかつて「安かろう，悪かろう」の代名詞であっ
た。時代が代って今やアメリカの多くの家庭にもソニー製品とトヨタの自動
車が見られるようになった。日本企業は，技術力向上に精力を傾け，製品の
品質を向上させてきたようである。その背景には， 日本企業が単に諸外国の
技術を導入したり，他企業の模倣に終始するだけではなく，それ以外の経営
上・技術上の模索を行ってきたという事実があるのであろう。日本製品の改
善されてきた国際競争力という現実の背後で，「日本企業は， どのような側
面を重視した技術戦略をとってきたのであろうか」という問を解明すること
が本稿のねらいである。ただし， 日本企業と一言で言ってもそれらが直面す
る経営環境は実に多様である。企業自身の持つ内部能力も様々である。この
ような事実をふまえて， 日本企業の技術戦略に共通の側面を解明するだけで
なく，環境特性と技術能力が以上の原型にどのような差異をもたらすかを，
(1) 
質問調査票デークにもとづきながら論じたい。
＊本稿の調査データは，関西大学経済政治研究所の援助を受けて実施した「技術の
高度化と経営戦略についての質問調査票」 (1983年4月実施）を通じて得たも
のである。
(1) この質問調査票は1983年4月に，製造業企業500社の企画室ないし社長室の
責任者へ向けて発送・回答依頼したものである。 170社が回答したが，回答者
の内，取締役22名，部長26名，次長8名．係長24名，その他中間管理職33名，
職名記入なし41名であった。
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I 技術戦略の構成要素と規定要因
技術戦略を含む経営戦略を展開していくときに，経営者が考慮する要因と
しては第一に，経営環境特性，第二に企業内特性，第三に種々の社会制度的
要因をあげることができる。それぞれについて概観していきたい。
(1) 経営環境特性
i)事業環境特性
事業環境特性は経営戦略に明確な差異を生じさせる。たとえば経営環境を
動態性，敵対性，異質性の三つの側面から測定し，経営戦略としてはイノベ
ーションと分析という二つのクイプを想定した上で，環境と戦略との関係に
ついての仮説として，動態的な環境のもとにある組織はより分析とイノベー
ションを志向し，より敵対的な環境のもとにある組織はより一層の分析を必
要とし，異質的な環境のもとにある組織はイノベーション戦略を採用するこ
(2) 
とが多い，などの関係が成り立つことが示された (Miller=Friesen(1983))。
i)断絶的環境変化
事業環境特性以外の，予じめ予期しがたい断絶的環境変化に対して，企業
組織がどのような戦略的対応を行うかも論じられた (Smart=Vertinsky
(3) 
(1984))。その場合， 戦略的対応には， 適応的（組織を環境に適合）であ
(2) Danny Miller and Peter H. Friesen, "Strategy-Making and Environ・ 
ment : The Third Link", Strategic Management Journal, Vol. 4, 
1983, pp. 221~235. 
(3) Carolyne Smart and llan Vertinsky, "Strategy and the Environment : 
A Study of Corporate Responses to Crises", Strategic Management 
Journal, Vol. 5, pp.199~213, 1984. 筆者の質問調査票におけるオープンエ
ンド型質問によって「最近の環境変化の中で対応に苦慮したものとしてはどの
ようなものがありますか」という問いを提出したが， その質問は Smartand 
Vertinsky (1984)における「予期しがたいが重要な意義を持っている事件」
という問と同様な問題をとりあげていると考えられる。
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るか。企業家的（環境を自ら修正）であるかという次元と，短期的対応であ
るか長期的対応であるかという次元があると仮定された。すなわち，戦略的
対応としては，①企業家的ー長期的（戦略的）， ③企業家的一短期的（戦術
的），③適応的ー長期的（計画的），④適応的短期的（火消し的）などの四
つのタイプの対応が見られると想定された。本来環境が流動的である場合に
生じた断絶的変化は長期的ー企業家的（戦略的）対応をひき起こし，環境が
静態的な場合の断絶的変化は短期的一適応的（火消し的）対応をひき起こし
やすいなどの関係が成り立つことが示された。このように短期的・長期的環
境の組合せが戦略の対応に影響を与えると論じられた。
以上のような事業環境や断絶的環境変化は経営戦略対応に影響を及ぼす基
本的な要因であると言える。その基本的な重要性を認めた上で生じる疑問
は，これらの不確実性の程度そのものを規定する要因があるのではないかと
いうことである。もしそのような要因が見出されるとすると（たとえば産業
の成熟の程度など）， それらの要因と経営戦略対応とを関連づけることがで
きるであろう。
ii)産業の発展段階
産業の発展段階上の位置（導入，成長，成熟，衰退）が事業環境の不確実
性の質と大きさを決定するとの観点から，一定のパターンをたどって事業環
境の性質が変化していき，それにともなって経営戦略も変化していくことが
(4) 
論じられた (Utterback=Abernathy(1975))。その議論において，市場の
発展の度合，換言すれば，産業ライフサイクル上の位置が三つの段階に区分
されると規定された上で，各段階に応じて特定のタイプの企業行動が展開さ
れると論じられた。三つの段階とは，「未調整」 (Uncoordinated), 「局部
(4) James M. Utterback and William J. Abernathy, "A Dynamic Model 
of Process and Product Innovation" OMEGA, Vol. 3, No. 6, 1975参
照。 Utterbackは主に市場面でのダイナミックスを論じて来たのに対し，
Abernathyは技術面でのダイナミックスを論じて来ており， 両者の協働によ
り説得的な議論が形成され得たと思われる。
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的」 (Segmental), 「体系的」 (Systemic) の諸段階であり， 彼らの別の研
究では，第1番目の段階を「流動的」，次の段階を「過渡的」，最後の段階を
「特定的」，と呼んだ。彼らは経営戦略の中でも製品および製造工程に関する
決定に限定した上で，「未調整」段階ではニーズ志向的製品革新と単品生産
的製造工程が追求され，「局部的」段階では十分確立された製品コンセプト
に対して一部分自動化された製造工程と先進技術の応用をはかることが追求
され，「体系的」段階では漸進的製品革新と完全に統合化された製造工程が
追求されると論じた。
iv)戦略的競争要因
事業環境の性質を集約的に表現する戦略的競争要因 (KFS,Key Success 
Factors)も企業の戦略形成に重要な役割を演じることになると思われる。
ここで戦略的競争要因 (KeySuccess Factor, KSF) とは，ある産業内で
の競争上の優位性を得るための最も戦略的な要因を意味するものと定義し，
事業の競争環境の性質を特色づけるものと考えている。
Leidecker and Bruno (1984) も CriticalSuccess Factor ないし
Key Success Factor という概念が戦略を形成し計画するプロセスにおけ
る環境分析，資源分析，戦略評価の各段階において有効なインプットとして
(5) 
利用できることを強調した。すなわち， KeySuccess Factor, 本稿での用
語によれば戦略的競争要因の把握は環境に存在する機会と脅威を評価するこ
とにつながると同時に企業の強みと弱みの評価を行うのにも有効であると考
えられる。
v)新技術の影響
マイクロエレクトロニクス，コンピューク，コミュニケーション技術，バ
イオテクノロジーなどの一連の新技術が，従来になかったような製品を作り
出してきただけでなく， 生産プロセスに大きな影響を及ぼしてきた。 この
(5) Joel K. Leidecker and Albert V. Bruno, "Identifying and Using 
Critical Success Factors", Long Range Planning, Vol. 17, No. 1, 
February 1984, pp. 23~32参照。
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ような新技術の影響がどれ程強いかということが， 技術戦略の内容と実行
のプロセスに基本的な影響を及ぼすと思われる。新技術の影響が広範囲に
わたり，強力であるときには，基本的な技術変化が要請されるであろう。新
技術の影響が狭<, 微弱である場合には，部分的技術変化が生じるであろ
???
このような技術変化の及ぼす影響の二つの異なる側面，すなわち市場関連
関係へのインパクトと生産技術システムヘのインパクトの双方に注意を払お
(6) 
うとする議論が提出された (Abernathy-Clark-Kantrow (1983))。彼らの
意図は製品ライフサイクル理論や産業のライフサイクル理論に見出されるよ
うな，初期において製品イノベーションが一般的であり，後期において製造
工程イノベーションが一般的になるというような決定論的理論構成に反論
しようとすることであった。たとえば，彼らは自動車産業において，「成熟」
と「活性化」から成る二つのタイプの変化を見出した。 ここで「活性化」
(de-maturity) とは，成熟化プロセスとは逆のプロセスを意味し，消費者
のニーズの変化や新技術の影響にともなう技術変化によって生じさせられる
と論じられた。つまり産業の成熟化は不可逆的に進行し，それに伴ない経営
戦略が一定のパターンをたどって変化していくという議論に異議を唱え，新
たな製品コンセプトを再び追求し始めるような活性化志向戦略が消費者の二
ーズの変化や新技術の影響に応ずる形で展開されうるということが強調され
た。
(2) 企業内特性要因
企業の持つ独自能力 (distinctivecompetence)を考慮に入れて経営者は
経営戦略を展開していく，ないし展開していくぺきであるということが強調
(7) (8) 
されてきた (Andrews(1971), Ansoff (1965))。状況ないし機会の把握と
(6) William J. Abernathy, Kim B. Clark and Alan M. Kantrow, Indust-
rial Renaissance. New York: Basic Books, 1983参照。
(7) Kenneth Andrews, The Concept of Corporate Strategy, Homewood, 
ILL : Dow Jones-Irwin, 1971参照。
(8) Igor H. Ansoff, Corporate Strategy, McGraw Hill, 1965参照。
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独自能力との巧みな結合が経営戦略の根幹をなすと論じられてきた。この独
自能力は経営体に属するヒト・モノ・カネなどの諸内部資源に備わるユニー
クな能力のことを意味している。技術戦略に影響を及ぽす要因を考えると
き，このような独自能力の中で特に技術能力に眼を向けることは妥当なこと
であろう。企業がこのような高度の技術能力を保有するとき，その企業は当
該産業における技術リーダーシップを追求することが多いであろう。
1) 技術リーダーシップ
(9) (10) 
Porter・(1985)は『競争戦略論』 (1983)で示した戦略の三つの基本類型
表 1 穂々のタイプの技術戦略
基 本 戦 略 I 技術リーダーシップ I 技術フォロアーシップ
全般的
最小コスト製品ないしプロ リーダーの経験からの学習
セス技術への一番乗り を通じた最小コスト製品なコストリーダーシップ
いしプロセス
製品の性能を強化するか切 リーダーの経験からの学習
替コストを作りだすよう によって製品ないし配給シ
全般的差別化 な，独得の製品とプロセス ステムをマーケット・ニー
への一番乗り ズにより密接したものとす
るか，切替コストを高める
あるセグメントに関して最 リーダーの製品とプロセス
焦点 小コスト技術への一番乗り を特定のセク‘メントにもっ
セク‘‘メント最小コスト と効率的にサービスできる
ように変更する
あるセク｀メントの持つ性能 特定のセク＂メントの持つ性
焦点
ニーズに的を絞っている 能ニーズにリーダーの製品
か．セグメント切替コスト やプロセスを修正するか，
セク‘メント差別化
が高い独得の製品とプロセ セグメント切替コストを作
スヘの一番乗り り出すこと
(9) Michael E. Porter,_ "The Technological Dimension of Competitive 
Strategy", in Richard S. Rosenbloom(eds"), Research on Technological 
Innovation, Management and Policy. Greenwich, Conn : JAi Press, 
1983, pp. 1 ~ 3参照。
(10) Michael E. Porter, Competitive Strategy, Free Press, 1983. 
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（差別化戦略， コスト戦略，焦点戦略）を実行する上で，技術戦略が強力な
道具でありうることを示した。ただし彼は企業が技術')-ダーシップをとる
か技術フォロアーシップをとるかが基本戦略に依存した技術戦略上のバリエ
ーション以外のバリエーションを作り出すことを強調した（表1参照）。
(3) 日本的特性
日本企業が経営戦略を展開するにあたって，固有の社会的・制度的・歴史
的要因を考慮に入れ，適応していかなければならないであろう。多くの産業
において後発参入者としてスタートとしたという特性は， 日本企業をして技
術のライセンス取得からスタートすることを不可欠ならしめ，製品コンセプ
トについてはかなり確立されているのでその焦点を製造フ゜ロセスに向けさせ
てきた。また日本企業は限られた資本力をもって産業の急成長に対応するた
(11) 
め，自社の内製部分を比較的狭く限定し，「系列」企業などを活用しながら
フレキシブルに技術変化に対応しようとしてきたと言えるであろう。
(4) 技術戦略
以上のような，経営環境特性，企業内特性，社会制度，などを考慮に入れ
て技術戦略が生みだされるであろう。ここで，技術戦略とは，企業の技術的
強みを保持し，育成し，有効に販売に結びつけていくための戦略の体系であ
るといえる。したがって，それは研究開発，製造，販売のそれぞれの職能を
活性化し，効率化し，同時に革新的なものにするようなものでなければなら
ない。このような技術戦略をめぐる議論としてまずなされたのは，技術戦略
を構成するいくつかの次元を解明することであり，次になされたのは，それ
らの複数の次元を一つのまとまりあるものとしてまとめているパターンの解
明であった。
たとえば， Maidique(1982)は技術戦略を論ずる際のフレームワークを
明らかにしようと試み，「技術政策」 (technologypolicy) のいくつかの次
(11) Michael Y. Yoshino, Japan's Multinational Enterprises, Cambridge : 
Harvard University Press, 1976 (石川博友訳『日本の多国籍企業』，ダイヤ
モンド社， 1977年）参照。
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元を明らかにした。それらは技術の選択・専門化・具体化，能カレベル，技
術ゾース，研究開発投資，競争的クイミング，研究開発組織および政策，の
(12) 
七つである。これらに言及することによって，彼は研究開発（研究開発投資
水準），製造（具体化），および販売（競争的クイミング）に言及したことに
なる。彼はさらに，技術水準それ自体を高めるような政策，すなわち技術力
増強政策（能カレベル，技術のソース）などにも言及した。このように，彼
は技術戦略を構成するいくつかの側面を明らかにした。
このような議論の上に，彼は技術戦略の類型を示そうとし， (a)一番手戦略
(First-to-market strategy), (b)二番手戦略(Second-to-marketstrategy), 
(c)後期参入戦略 (Late-tomarket), (d)市場細分化戦略 (Marketsegme-
ntation), などを示した。また， Freeman (1979)もイノベーションを志
向した戦略を論じて，「攻撃型」戦略，「防衛型」戦略，「模倣型」ないし「依
存型」戦略，「伝統的」ないし「機会主義者的」戦略の四つのクイプを区分
(13) 
した。攻撃型戦略は新製品の導入において競争業者に一歩先んじることによ
って，技術的および市場的リーダーシップを獲得しようとするような戦略で
ある。次に，防衛型戦略は， たとえ研究開発をかなりの強度で行っていて
も，一番乗りを避けようとするクイプの戦略であり，また反面では技術変化
の波からはるかに遅れるということも避けようとするクイプの戦略である。 9
そして，模倣戦略は，一気に情勢を逆転することを望まないばかりか，ゲ. 
ムの流れに直ちについていくことも望まないような戦略で，これをとる企業
は， 1） ーダーよりかなり遅れて確立した技術を追求することに満足するよう
な傾向を持つような戦略である。また，依存型戦略はより強力な他の企業に
対して基本的に衛星的なあるいは従属的な役割を受容するようなクイプの戦
(12) Modesto A. Maidique and Peter Patch, "Corporate Strategy and 
Technology Policy" in Michael L. Tushman and William L. Moore・ 
(eds), Readings in the Ma~agement of Innovation,: Pitman, 1982参照b
(13) Christopher Freeman, The Economics of Industrial Innovation. 2nd 
Edition, Cambridge : MIT Press, 1982参照。
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略である。さらに，伝統的戦略は，その製品がほとんど変化しないような産
業内の企業によって実行されるもので，この点で，依存型戦略をとる企業の
製品がしばしば大きな変化を経験するのと基本的に異なっている。このよう
な伝統的企業は，その製品を変更する必要が全くない。なぜなら，市場は変
化を要求せず，競争も変更することを要求しないからである。最後に，機会
主義的戦略は，急テンポで変化する市場の中に，企業家がある新たな機会を
識別する場合であるが，その機会を見出すにあたっては内部的研究開発活動
をほとんど行わずに，重要なニッチを見つけ出そうとするもので，消費者の
ニーズがありながら誰も供給することを考えてこなかった製品サービスを供
給しようとするような戦略である， と論じられた。
(5) 技術戦略の規定要因，構成要素，タイプ
以上のレビューをまとめて，種々の技術戦略規定要因とそれに対応する技
術戦略，技術戦略の構成要素とそのタイプなどを図の形にまとめたものが図
1である。このようなまとめの結果をふまえ，分析課題として望まれるもの
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動態性
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が二つあげられる。第一は，技術戦略の諸側面が技術戦略の要素と技術戦略
のクイプとどう関連するかを明らかにすることである。第二は，種々の戦略
規定要因と技術戦略の要素および技術戦略のクイプとの関係を論ずることで
あろう。
]I 調査方法
技術の高度化に対して日本企業がどのような戦略的対応を行ってきたかを
調査するため，「技術の高度化と日本企業の戦略的対応」 と題する質問調査
票をデザインし，製造業に限定して主に売上高上位企業を中心とする500社
(14) 
に回答を依頼した。その結果170社からの回答が得られた。本稿は， 第一に
技術戦略の体系を理論的に組み立て，第二に経営者が技術戦略の個々の要素
を経営環境要因，企業内部要因，制度的要因にどの程度注意しながら決定し
ているかをアンケートデークの分析を通じて実証的に論じることをねらいと
している。
IV 分析フレームワーク
企業は制度的要因の前提の上に，経営環境特性と企業内特性とを考慮に入
れて技術戦略を展開すると想定した。分析フレームワークとして図2に示さ
れるようなものを想定したことになる。
まず第一に，経営環境特性としては事業環境の不確実性と新技術の影響を
とりあげ，それらが戦略的競争要因のクイプを規定すると考え，その戦略的
競争要因のクイプが選択される技術戦略の内容に影響を及ぼすと見なすこと
にした。
(14) 質問調査票送付企業の選定に当っては日経 NEEDS財務デークベースを用
いて，売上高上位企業411社を選び出した。その他ダイヤモンド企業ランキン
グを用いて売上高成長率ペスト 170中の製造業企業118社，広告宣伝費上位
200社中の製造業132社，特許保有上位100社中の製造業企業85社にも送付し
た。少なからざる企業が複数のグループに属しているので，総計の質問調査票
送付企業数は500となっている。
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図 2 分析フレームワーク
第二に，企業内特性要因としては，技術能力に注目した。そのような技術
能力という経営資源は当該産業内におけるその企業の技術リーダーシップの
あり方に影響を及ぼし， さらにその企業が技術リーダーであるか技術フォロ
アーであるかが，技術戦略に影響を及ぼすと想定された。
第三に，以上の二つの要因以外に技術戦略を規定する要因として制度的，
社会的，歴史的要因を考えた。これらは共通に日本企業に作用する要因であ
ると想定された。
以上の分析フレームワークにおける技術戦略の部分をもう少し詳細にし
て，次の三グ）レープに分割して表示したものが図 3である。
第一のグループは研究開発の焦点に関するもので，各企業が様々な研究開
発努力のどの側面を重視するかについてのものである。研究開発の方向の種
類としては，基礎研究，既存製品の改良，
の研究，新製造方法の開発・工程の改善，
モデルチェンジ・デザイン・流行
などが取りあげられた。
第二のものは技術力増強方策と呼ばれうるものである。その中には， オリ
ジナルな技術の創造，特許導入・技術提携，他社製品の徹底的研究，諸技術
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の結合力の育成，要素技術の展開，部品の内製化による技術水準の向上，な
どの方法を含むものとし， これらがどの程度重視されるかが技術力増強のパ
クーンを決定づけるものと考えた。
第三のグループは製造戦略に関するものであり，欧米企業との対比で日本
企業を論ずるときには欠かすことのできない側面だと思われる。その中に
は，品質第一，コストの低減，働きやすい職場，製造方法・製造工程の改良
による効率化，省力化，製造工程の革新•高度化・自動化，などが含まれて
いた。
以上の三つのグループの関係は図 3に示すごとくである。研究開発の焦点
に関係したグループは研究開発の方向性，研究開発支出上の強調点を明らか
にする。ただしどのような方法によって技術力を増強していくかどうかにつ
いては技術力増強のパクーンに関するグループで明確化される。また研究開
発の方向性が明確化し，技術力増強の方法が明らかになったことを受けて，
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製造戦略によって企業の技術能力をフルに利用し競争力を高めるような戦略
の逐行が図られる。
V 分析と検討
(1) 戦略的競争要因の分化
以上の分析フレームワークをふまえた最初の分析課題として，事業環境不
確実性と新技術の影響とが異なる三つの戦略的競争要因の分化にどのような
影響を及ぼすかという疑問を解明することにしたい。ここで，事業環境の不
確実性が短期的不確実性を意味し，新技術の影響が長期の不確実性を示すも
のと考えている。このような問題設定を行う理由は，短期的（市場）不確実
性と長期的（技術）不確実性の組み合わせが，戦略的競争要因の知覚に明確
な差異をもたらすことを解明できれば，次にそのような戦略的競争要因の知
覚の差異が，選択される技術戦略にどのような影響を及ぼすかを分析するこ
とを通じて，環境要因の技術戦略に及ぼす効果が分析できるからである。そ
のために，異なる戦略的競争要因を従属変数，環境不確実性と新技術の影響
を独立変数とする判別分析を行うことにした。
その結果言えることは事業環境不確実性と新技術の影響とが独立の要因と
してあげられるということである。つまり，両者の特定の組み合わせが戦略
的競争要因が何になるかを規定するのではないかということであった。
表 2 異なる戦略的競争要因についての判別分析の結果
五 第1判別関数 第2判別関数
環境不確実性 .912 -.597 
新技術の影響 .185 1.074 
有 意 水 準 .0005 .2848 
-五云固--1 グルー プ平均（セントロイド）
新 製 品 発 売 -.492 -.062 
品 質 .079 -.095 
価 格 .530 -．110 
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すなわち，判別分析の結果，異なった戦略的競争要因の知覚を示していた
三つのグループをもっとも明確に分割する二つの判別関数を見出した。（表
2参照）。第1判別関数は統計的に有意であり， 環境不確実性の程度を示す
ものと考えられた。第2判別関数は統計的に有意ではなかったが新技術の影
響を表わすものと考えられた。このような二つの判別関数を直交軸に設定し
た上で各異なる戦略的競争要因のグ）レープの示す判別関数の値をもとに，そ
れらをこの両軸から構成される平面上のどの部分に主に位置するかを示した
ものが図4である。その図にも示されているように，高い環境不確実性と強
い新技術の影響の見られる領域(A)のもとにある企業の多くが戦略的競争要因
を「新製品開発」であると見なしていた。このような環境下にある企業の例
としてはハイテク産業に属する企業があげられよう。そもそも事業環境不確
環境
不安定性
曲
X 
新製品
開発
新技術の影響
弱
新技術の影響
環嬰
不安疋性
低
(C) 
x価格
図 4 三つの戦略的競争要因についての判別領域図
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実性が非常に高いと考えられる経営環境においては，製品変化と工程変化が
双方とも生じているケースが多い。そのため現在の製品や製造工程はたちま
ちのうちに陳腐化しやすく，競争力を失いやすい。そのため， このようなク
イプの環境のもとにある企業は戦略的競争要因を新製品開発と見なすのであ
ろう。
他方，強い新技術の影響に直面しているものの事業環境の不確実性は高く
ないような状況のもとにある企業の多くは「品質」を戦略的競争要因と見な
していた。このような状況のもとにある企業にとっては，新技術は既存事業
を根底から変えるような脅威を持つものではなく，むしろ新技術の適切な導
入が競争力を維持する有望な機会を与える。そこでこの種の環境下では新製
品開発が戦略的競争要因になるよりも，むしろ新技術の応用ーそれが製造工
程の革新であるにせよ，製品の部品への部分的適用であるにせよーにもとづ
＜品質の追求が戦略的競争課題となる。
更に，事業環境が安定的で，新技術の影響もそれ程大ではないような状況
のもとにある企業の多くが「価格」を戦略的競争要因と見なしていた。この
ような環境下にある企業の例としては成熟産業に属する企業があげられよ
う。これらの企業は，市場環境と技術環境の双方が安定的であることを見出
し，それゆえ製品が非常に標準化されたものになっていることをふまえて，
戦略的競争要因としては価格に注目し，価格競争を展開することになってい
ると考えられる。
(2) 技術戦略展開に対する影響
次の分析課題は，以上のような環境要因を反映して知覚された三つの異な
る戦略的競争要因（新製品開発，品質，価格）が技術戦略にどのような影響
を及ぼしているのか，また，技術リーダーシップ（技術リーダー，技術フォ
ロアー）の程度が，技術戦略のあり方にどのような影響を及ぼしていたのか
という疑問を解明することである。このような問を，技術戦略の各要素を被
説明変数，戦略的競争要因と技術リーダーシップを説明変数とする分散分析
を通じて行った。
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表 3 戦略的競争要因と技術リーダーシップの技術戦略への影響
＼ 項目 新開製発品品質 価格 F値 技ーリー術ダ技アフーォ術ロ F値 二果交互要効因
創オ造リジナルな技術の -.32 -.01 .36 4.34** -.44 .37 28.12*** 0.40 
技特携許の導入，技術提
術
.36 -.19 -.02 4.56** -0.1 .04 0.20 2.97 
ヵ他究社製品の徹底的研 .13 -.13 .09 1.06 .04 -.03 0.19 0.08 
増強諸成技術の結合力の育 -.09 .01 .07 0.04 -.42 .37 27.11*** 0.24 
方策要素技術の展開 .01 -.03 .01 0.15 -.40 .35 24.23*** 0.29 
部技術品水の準内製の化向上による -.16 -.10 .23 1.64 -.16 .07 1.68 0.76 
基礎研究 -.05 -.07 .11 0.23 -.42 .34 26.00*** 0.58 
悶開既存製品の改良 .15 -.11 .04 0.90 .06 -.04 0.34 0.14 
発
のモデルチェンジ研，デ -.27 .04 .24 5.98*** .00 -.01 0.13 0.43 
焦点ザイン，流行の 究
新工製程造の方改法善の開発， .11 -.06 -.09 0.91 -.26 .20 9.35*** 2.12 
品質第一 .o -.15 .19 1.33 -.19 .13 3.95** 1.33 
製
コストの低減 -.01 .26 -.50 7.88*** -.07 .05 1.24 1.72 
造働きやすい職場 -.02 -.05 .13 0.26 -.30 .29 13.66*** 0.08 
戦製の造改方良法に，よ製る造効工率程化 .00 .01 -.13 0.31 -0.7 0.1 0.39 4.19** 
略省力化 -.01 .12 -.28 2.12 -0.7 .04 0.71 1.44 
製度造化工・程自動の革化新・高 -.19 .03 .07 0.81 -.18 .11 2.99 1.79 
（注） **p<0.05, ***p<0.01で有意。
表中の数字は各グループの各技術戦略項目への評価の偏差を示す。マイナス
の値を示した場合には，当該グループがその各技術戦略項目を重要視したこと
を意味する。
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まず第一に，戦略的競争要因の知覚の相違は，いくつかの技術戦略に対する
コミットメントの程度に差異をもたらしていることが分かった（表4参照）。
たとえば戦略的競争要因が新製品開発であると見なしている企業は，オリジ
ナルな技術の創造，モデルチェンジ，デザインの研究への研究開発投資，な
どを他のグループよりも重要視していることが分かった。新製品開発が競争
の決め手である場合，新製品開発を活発にしうるような技術の育成が求めら
れ，それがオリジナルな技術の創造の強調につながっているのであろう。ま
た，モデルチェンジ・デザインの研究への研究開発投資も新製品開発を活発
化するのに不可欠であり，そのため重要視されていると思われる。
また戦略的競争要因を品質と見なしている企業は，特許導入，技術提携，
既存製品の改良を志向した研究開発投資，などを他のグループよりも重要視
していることが分かった。基本的な製品コンセプトは変化しないが，性能改
良などをめぐって競争が行われている状況では，研究開発の焦点は既存製品
の改良を志向したものとなり，各企業は特許の導入，技術提携を通じて新た
な性能の向上への対応を行っているといえよう。
更に，戦略的競争要因を価格と見なしている企業は，コスト低減志向製造
戦略，省力化，新製造方法の開発，工程の改善，などを他のグループよりも
重要視していることが分かった。価格やコストが競争のかぎである場合，コ
ストダウンが最重要の課題となり，そのため以上の戦略が重要視されたとい
えよう。
このように戦略的競争要因の知覚が技術戦略の内容に差異を生ずることが
示された。ただし，戦略的競争要因の知覚自体は事業環境の不確実性と新技
術の影響という環境特性に影響されるということが前に示された。その意味
で，短期的・長期的環境の不確実性の程度に応じて，各企業は以上で述べた
技術戦略へのコミットメントの程度を決定していると考えることができよ
う。
また第二に，技術リーダーシップの程度もある種の技術戦略に対するコミ
ットメントの程度に差異をもたらしていることが分かった。ただし，ここで
日本企業の技術戦略 (617) 483 
技術リーダーシップの程度は，各企業の技術開発能力についての自己評価が
産業内の平均より高いもの (5点評価で1一優れている， 5かなり劣ってい
る， というスコアになっているので，スコアに関しては平均より低いもの）
を技術リーダー，それ以外を技術フォロアーと呼んで，当初の技術開発能力
についての自己評価をもとにカテゴリー化したものである。
技術リーダーは，オリジナルな技術の創造，諸技術の結合力の育成，要素
技術の展開，基礎研究への研究開発支出，新製造方法の開発・エ程の改善ヘ
の研究開発支出，品質第一主義の製造戦略，働きやすい職場をめざした製造
戦略，製造工程の革新•高度化・自動化などに対して技術フォロアーよりも
深くコミットしていたことが分かった。技術リーダーが相対的に重要視・した
技術戦略要素は，環境変化への適応という目的からくる技術戦略展開とは別
に，自社の保有する技術能力を有効に生かそうとする目的のもとに展開追求
されたと言えよう。他方， 技術フォロアーがより強く重要視していたもの
は，他社製品の徹底的研究と既存製品の改良という戦略であることが分かっ
た。技術フォロアーは，技術能力上の比較優位を持たない。そのような企業
としては， ここで示したような戦略の重視が必然的となるのであろう。
以上のように，戦略的競争要因の相違と，技術能力の水準の高低が特定の
技術戦略に及ぼす影響を見てきたが，ある種の技術戦略に対するコミットメ
ントの程度に対しては，それらのいずれもが有意な差異をもたらしていない
ことが分かった。戦略的競争要因，技術リーダーシップ以外の要因，で共通
に企業に作用している要因，たとえば日本的経営環境特性のこれらの戦略に
及ぼす影響力が強いからだと考えうる。そこで，このように日本企業の間で
環境要因，技術能力にかかわらず共通の優先性評価を得た技術戦略要素に限
定して示したものが表5である。もともと各技術戦略要素の評価について，
1=最優先， 5=わずかに考慮， というランキングを与えたので，表5の中
の上位に位置する技術戦略要素はもっとも優先度の高い技術戦略要素である
とみなされてきたものだと言える。従来，日本企業の技術戦略の特色として
特許導入・技術提携の利用， 他社製品の徹底的研究， などがあげられてき
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た。しかし特許導入・技術 表 4 日本企業に共通な技術戦略
提携の利用については，必
ずしも日本企業に共通の戦
略とは言えないようであ
り，他社製品の徹底的研究
という戦略も必ずしも高い
技術戦略要素
製造方法・製造工程の効率化
省力化志向製造戦略
既存製品の改良志向研究
他社製品の徹底的研究
部品の内製化
評 価
2.095 
2.148 
2.550 
2.867 
3.428 
優先性評価値を得ていな （注） 既存製品の改良志向研究については本来の
ぃ。そのかわり，製造方法
スケールが1~3であり，他方他の変数のス
ケールが1~5であったため，スケールの調
•製造工程の効率化，省力 整を行ってある。
化製造戦略などの製造戦略が強調されていた。そのことは，特許導入，技術
提携，他社製品の徹底的研究という戦略はそれ自体のみでは技術力向上の目
的には不十分であり，それらの技術導入・模倣を超える種々の製造戦略上の
努力が必要とされるということを示しているのではないか。つまり導入した
技術をいかに改善し，実際に活用できるものにするかという努力，すなわち
各種の製造戦略，たとえば製造方法・製造工程の効率化，省力化志向製造戦
略，などに対して日本企業は共通して高い優先度を与えてきたといえよう。
また部品の内製化による品質の向上という戦略は余り高い評価値を得てい
ない。そのことは，日本企業がうまく「系列」企業を積極的に利用してきた
という事実を反映しているのであろう。
VI 結論
技術戦略を，研究開発の焦点，技術力増強方策，製造戦略の三側面からと
らえ，それらに対する経営環境特性，企業内特性，制度的要因の影響を検討
してきた。ある種の技術戦略側面は，経営環境特性（戦略的競争要因）に対
応して特に強く必要とされることが分かった。たとえば，「新製品開発」が
戦略的競争要因であるならば，新製品開発に貢献するような「オリジナルな
技術の創造」などの技術戦略を特に強く追求し，「価格」が戦略的競争要因
ならば，価格競争に有利な「コスト低減志向製造戦略を特に強く追求すると
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いうようにである。日本企業が展開してきた技術戦略の一部分は， このよう
な競争の特性によって影響されてきたといえる。
しかし，技術戦略の中には，企業の内部能力，特に技術能力を有効に生か
す目的をもって特に追求されているものもあるようであった。分析の結果，
技術戦略のほとんどの方策が技術リーダーによってより強く追求されている
ことが分かった。技術リーダーシップをとるということは，多くの技術戦略
項目に対してまんべんなくより強く関与することだとも言えるであろう。す
なわち日本企業の技術リーダーシップはここで示したように，各技術戦略を
コンシステントに追求することであると言えるであろう。
以上の他に，多くの日本企業が共通に強く関与していた技術戦略要素とし
ては，製造方法・製造工程の効率化，省力化志向製造戦略，などがあること
が分かった。日本企業は，製品コンセプトについては他企業の模倣に頼り，
技術のソースとしては特許の導入・技術提携に頼ると言われてきた。しかし
ながら調査の結果，特許導入，技術提携，他社の徹底的研究などの諸側面は
相対的にそれ程重視されていないことが分かった。恐らくそれらのみを重視
するだけでは技術能力の向上は不十分であり，製造面での様々な努力を傾け
るということが必要であると認識されたためか，製造方法，製造工程の効率
化，省力化志向製造戦略などがより強く， 日本企業の間で一般的に強調され
ていたと言えるであろう。
本稿はまず最初に技術戦略をめぐる議論を整理した後に，アンケート調査
デークに基きながら日本企業における製造戦略の重視という一般的特性に加
えて，経営環境特性と企業の技術能力を反映して各日本企業の技術戦略が展
開されてきたということを示した。このような従来までの日本企業の技術戦
略がこれからどのように変化していくのかの分析は，今後の分析課題とした
い。
486 (620) 日本企業の技術戦略
参考文献
Abernathy, William J., Kim B. Clark and Alan M. Kantrow, Industrial 
Renaissance, New York: Basic Books, 1983. 
Andrews, Kenneth R., The Concept of Corporate Strategy. Homewood, 
ILL: Dow Jones-Irwin, 1971. 
Ansoff, H. Igor, Corporate Strategy. New York : McGraw Hill, 1965. 
Ansoff, H. Igor and John M. Stewart "Strategies for a Technology-Based 
Business", Harvard Business Review, November-December 1967. 
Chandler, Alfred D. Jr., Strategy and Structure, Chapters in the History 
of the Industrial Enterprise, MA: The MIT Press, 1962 (三菱経済研
究所訳，『経営戦略と組織』，実業之日本社， 1967年）．
Duncan, R. B., "Characteristics of Organizational Environments and Per-
ceived Environmental Uncertainty", Administrative Science Quarterly, 
Vol. 17, pp. 313~327, 1972. 
Ettlie, John E., "Environmental Uncertainty and Organizational Technology 
Policy", IEEE Transactions on Engineering Management, Vol. EM-29, 
No. 1, February, pp. 2~10. 1982. 
Freeman, Christopher, The Economics of Industrial Innovation, 2nd Edi-
tion, Cambridge: MIT Press, 1982. 
Frohman, Alan L., "Technology as a Competitive Weapon", Harvard Busi-
ness Review, Jan-Feb. 1982. 
広田俊郎，『技術の高度化と日本企業の戦略的対応』，関西大学経済・政治研究所，
1985年。
Hirota, Toshiro, "Environment and Technology Strategy of Japanese 
Companies," MIT Sloan School of Management Working Paper, WP 
# 1671-85, June 1985. 
Hofer, Charles W., "Toward a Contingency Theory of Business Strategy," 
Academy of Management Journal, Vol. 18, No. 4, pp. 784~810, 
December 1975. 
Hofer, Charles W. and Dan Schendel, Strategy Formulation: Analytical 
Concepts, St. Paul, MI: West, 1987澳村昭博・榊原清則・野中郁次郎訳，
『戦略策定』，千倉書房， 1981年）。
伊丹敬之，『経営戦略の論理』，日本経済新聞社， 1980年。
加護野忠男，『経営組織の環境適応』，白桃書房， 1980年。
Kantrow Alan M., "The Strategy-Technology Connection", Harvard Busi-
ness Review, July-August, 1980. 
日本企業の技術戦略 (621) 487 
Kono, Toyohiro, Strategy and Structure of Japanese Enterprises, Ar-
monk, NY : M. E. Sharpe, 1984. 
Leidecker, Joel K. and Albert V. Bruno, "Identifying and Using Critical 
Success Factors", Long Range Planning, Vol. 17, No. 1, pp. 23~32. 
February 1984. 
Maidique, Modesto A. and Peter Patch, "Corporate Strategy and Techno・ 
logy Policy", in Michael L. Tushman and William L. Moore (eds), 
Readings in the Management of Innovation, Pitman, 1982. 
Miller, Danny and Peter H. Friesen, "Innovation in Conservative and 
Entrepreneurial Firms: Two Modes of Strategic Momentum", Strategic 
Management Journal, Vol. 3, pp. 1~25. 1982. 
Miller, Danny and Peter H. Friesen, "Strategy-Making and Environment: 
The Third Link", Strategic Management Journal, Vol. 4, pp. 221~ 
235, 1983. 
Porter, Michael E., Competitive Strategy, New York: The Free Press, 
1980 (土岐坤・中辻萬治・服部照夫訳，『競争の戦略』，ダイヤモンド社， 1982
年）。
Porter, Michael E., "Technological Dimension of Competitive Strategy", 
in Richard S. Rosenbloom(eds.), Research on Technological Innovation, 
Management and Policy, Greenwich, Conn: JAI Press, 1983. 
Smart, Carolyne and Han Vertinsky, "Strategy and the the Environment: 
A Study of Corporate Responses to Crises", Strategic Management, 
Vol. 5,pp. 199~213, 1984. 
Skinner Wickham, Manufacturing in the Corporate Strategy, New York: 
John Wiley & Sons, 1978. 
Utterback, James M. and William J. Abernathy, "A Dynamic, Model of 
Process and Product Innovation", OMEGA Vol. 3, No. 6, 1975. 
Vernon, Raymond, "International Investment and International Trade in 
the Product Cycle", Quarterly Journal of Economics, May, 1966. 
Wheelwright, Steven C., "Manufacturing Strategy: Defining the Missing 
Link", Strategic Management Journal, Vol. 5, pp. 77~91, 1984. 
Yoshino, Michael Y., Japan's Multinational Enterprises, Cambridge, MA: 
Harvard University Press, 1976 (石川博友訳， 『日本の多国籍企業一世界市
場に生き残れるかー』，ダイヤモンド社， 1977年）。
